
第 7回名立区地域協議会 次第 

日時：令和 3年 10 月 19 日（火） 午後 6時 30 分から 
                      場所：名立区総合事務所 2階 第 2会議室 

 

1 開 会 

 

 

 

2 報告事項 

⑴うみてらす名立における市及び指定管理者の収支状況、指定管理の更新方針について 

                             …資料 No.1-1、No.1-2 

 

 

⑵「上越市過疎地域持続的発展計画（案）について」の答申に対する回答について 

                             …資料 No.2、No.3 

 

 

⑶「地域協議会に関する意識調査」結果を受けた取組について 

                              …資料 No.4 

 

 

 

3 協議事項 

⑴自主的審議事項「ろばた館の存続に向けて」 

 

 

 

4 その他事項 

令和 3年度第 8回地域協議会の開催予定 

・令和 3年  月  日（  ）午後  時  分から 

 

 

 

5 閉 会 



令和 2年度のうみてらす名立における市及び指定管理者の収支状況等について 

１ 施設の概要 

所 在 地  名立区名立大町 4280-1  設   置  平成 12年度   

構   造  鉄骨鉄筋コンクリート造 面   積  延床 9571.6 ㎡ 

指定管理者  株式会社ゆめ企画名立   

  

２ 利用状況                           （単位：人） 

区分 平成 30 年度 令和元年度 令和 2年度 

利用者数 392,820 人 384,240 人 202,190 人 

 

うち宿泊 11,247 人 10,685 人 6,776 人 

うち温浴・プール 121,101 人 118,617 人 68,438 人 

うちレストラン 59,754 人 53,655 人 30,247 人 

うち日帰り 200,718 人 201,283 人 96,729 人 

 

３ 市の収支状況                    （単位：千円（④を除く）） 

区分 平成 30 年度 令和元年度 令和 2年度 

①収入 10 18 67 

②支出 

修繕料 6,525 6,369 7,478 

指定管理料 44,005 39,600 39,600 

その他委託料 9,381 13,054 9,968 

使用料及び賃借料 1,926 1,935 1,244 

工事請負費 1,134 1,944 - 

備品
購入
費 - - 164 

減収補填金※ - 3,057 54,834 

その他 354 371 377 

合計 63,325 66,330 113,665 

③公費投入額（②－①） 63,315 66,312 113,598 

④利用者 1人当たり公費負担額 161 円 173 円 562 円 

   ※ 新型コロナウイルス感染症の影響により利用料金収入等が減少した指定管理者に

対し、協定に基づいて減収分を補填したもの。 

 

４ 指定管理者の収支状況                   （税抜、単位：千円） 

区分 平成 30 年度 令和元年度 令和 2年度 

①収入 

利用料金収入 540,481 504,313 280,484 

指定管理料 40,745 36,333 36,000 

減収補填金※ - 3,057 54,834 

その他 1,017 994 17,993 

②支出 582,634 551,983 390,241 

差引（①－②） △391 △7,286 △930 

 

５ 令和 2年度の主な取組等について 

 雇用調整助成金やＧｏＴｏトラベル事業等を積極的に活用 

 営業時間の短縮等による損失縮減 

屋内プールの休館 7/1～7/16 までの平日 

地場物産館の営業時間短縮 12/1～3/31（19 時まで→18時まで） 

休館日の設定（第 2水曜日→毎週水曜日） 1/6～3/17 ※道の駅トイレ等を除く 

鮑養殖場の休止 1/1～当面の間 

 人員体制の見直し等による経費の節減 
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出資法人等経営状況報告書 

（J－ホールディングス㈱事業子会社） 
 

１ 作成年月日及び担当部署 

作成年月日 令和 3年 10 月 4 日 担当部署 産業観光交流部 施設経営管理室 

 

※以下は令和 3年 3月 31 現在の内容です。 

２ 法人等の概要 

法 人 名 株式会社 ゆめ企画名立 

代 表 者 

代表取締役 細谷 貴雄 

■ 常 勤   □ 非常勤 ■ プロパー  □ 市兼務  □ その他 

所 在 地 新潟県上越市名立区名立大町 4280 番地 1 

設立年月日 平成 11 年 10 月 8 日 

資 本 金 70,600 千円 

設立目的 
旧名立町において観光振興、地域活性化、雇用の場の創出等を図ることを目的

に設立された交流拠点施設「うみてらす名立」を管理運営するために設立 

主な事業 
⑴ うみてらす名立の管理運営（指定管理業務） 

⑵ ろばた館の管理業務（業務委託） 

 

３ 役員数 

（単位：人） 

 常勤 非常勤 計 
内訳 

プロパー 市兼務 その他 

取締役 1 1 2 1 - 1 

監査役 0 2 2 2 - - 

計 1 3 4 3 0 1 

 

４ 職員数 

（単位：人） 

 計 
内訳 

プロパー 市兼務 

正社員 16 16 - 

その他 63 63 - 

計 79 79 0 
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５ 財務状況（税込） 

                                 （単位：千円） 

項 目 

第 20 期 

自 平成 30年 4月 1日 

至 平成 31年 3月 31 日 

第 21 期 

自 平成 31年 4月 1 日 

至 令和 2年 3月 31 日 

第 22 期 

自 令和 2年 4月 1日 

至 令和 3年 3月 31 日 

損
益
計
算
書 

売上高 590,777 550,046 325,389 

売上原価 250,355 230,928 127,819 

売上総利益 340,422 319,118 197,570 

販売費及び 

一般管理費 
339,810 330,452 271,944 

営業利益 612 △11,334 △74,374 

営業外収益 1,292 4,011 72,827 

営業外費用 539 437 331 

経常利益 1,365 △7,760 △1,878 

特別利益 34 40 0 

特別損失 0 0 0 

税引前当期純利益 1,399 △7,720 △1,878 

法人税等 200 200 200 

当期純利益 1,199 △7,920 △2,078 

項 目 平成31年3月31日現在 令和2年3月31日現在 令和 3年3月31日現在 

貸
借
対
照
表 

資 産 168,308 143,569 181,421 

負 債 62,334 45,515 85,445 

純資産 105,974 98,054 95,977 

 資本金 70,600 70,600 70,600 

 利益剰余金 37,247 29,327 27,249 

 その他 △1,873 △1,873 △1,873 

 

※ 金額については、千円未満を四捨五入して表示しており、端数処理の関係上、決算書及び計算結

果と一致しない場合があります。 

 



うみてらす名立の指定管理者の公募について 

 

１ 経過 

○ うみてらす名立は、平成 12 年に交流人口の増大を図り、地域の活性化等

に資することを目的に整備し、㈱ゆめ企画名立は同施設を管理運営するた

めに設立した元第三セクターである。 

○ 市の指定管理者の選定に当たっては、公募を原則としているが、第三セク

ター等が管理する施設については、政策的な観点から例外的に随意指定と

してきた。 

２ 現状及び課題等 

○ 同施設は令和 3 年 2 月に策定した公の施設の適正配置計画で「現状維持」

としており、市の観光拠点施設として、今後も利活用を図っていく。 

○ しかしながら、同施設の老朽化・利用者の嗜好の変化・類似施設間の競争

の激化に加え、コロナ禍による利用者数や売上高の減少により、施設の収

支や指定管理者の経営が見通せない状況である。 

○ また、同施設の老朽化・陳腐化やアフターコロナを見据えた営業の強化、

鮮魚や特産品の製造・販売の促進、休止中施設や閑散期間施設の利活用を

課題として認識しており、その対応も必要である。 

↓ 

指定管理者には、市や地域と連携し、施設の設置目的に即した管理運営

や課題対応のほか、施設を核とした更なる地域振興を求めていく。 

３ 指定管理者の更新方針 

○ 指定管理者制度に関する基本方針に基づき、最適な指定管理者を選定する

ため、指定管理者を公募する。なお、指定管理期間は 5年とする。 

○ コロナ禍の影響における利用者の需要動向を前提に、営業時間の短縮や休

館日の設定など、暫定的に施設機能やサービスの見直しを行う（最終的に

新たな指定管理者と協議のうえ決定）。 

４ 選定方法 

○ 外部有識者や利用者代表者等で構成する選定委員会を設置し、指定管理候

補者の選定を行う。 

○ 候補者の選定結果について、あらかじめ地域協議会や関係者に報告した上

で、最終的に市議会の議決を経て指定管理者を決定する。 

○ 同社以外の応募者に対しては、同社従業員の雇用確保やテナント事業者と

の連携継続について提案を求めるとともに、同社以外が指定管理者に指定

された場合は、その対応に最大限の配慮を求める。 

５ その他 

地域協議会報告後、速やかに公募を実施（募集期間：1か月程度） 

⇒ 選定委員会の開催後、地域協議会等へ報告 

⇒ 市議会の議決により指定管理者を決定 
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